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最後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。



最後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。 1

米中のAI覇権争いは「電力供給力」を含む新たな局面へ移行

米中両国は電力インフラ網の強化を計画

AIの覇権をめぐる世界的な競争は、計算能力

等だけでなく、「電力」も重要なファクターに

中国の「第15次5ヵ年計画（2026-2030

年）」では、電力供給力を更に拡大へ

米国ではAIの電力需要に対応すると同時に

老朽化した電力網のアップグレードを推進 

出所：各種資料 作成：岡三証券
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米国のデータセンター（DC）電力需要の見通し

※2024年以降は予測値 Statistaのデータを基に岡三証券作成 2024年9月現在
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※2025年は暫定値

Statistaのデータを基に岡三証券作成 2026年2月現在
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送配電網関連銘柄 クアンタ・サービシズ（PWR 米国株）

注目ポイント

1. インフラ関連サービス会社、送電・配電網などの設計・設置・修理・保守サービスを行う

2. 電力需要好調で26/12期1Q決算は上振れ、26/12期通期の業績見通しを上方修正

3. 米国の電力インフラ老朽化による更新需要が成長を後押し

出所：LSEG Workspace、会社資料 作成：岡三証券
26/12期の予想値は会社計画のレンジ中央値 4月30日現在

▼売上高および調整後EBITDAの推移 ▼株価推移（週足）

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 5月8日現在
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送配電網関連銘柄

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 5月8日現在

▼株価推移（週足）

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 5月8日現在

▼株価推移（週足）

ハッベル（HUBB 米国株） アメリカン・エレクトリック・パワー
（AEP 米国株）

1. 電気設備メーカー大手。コネクターなどの送配
電・変電設備用部品などを手掛ける

2. 25年に変電所向けコネクター製造企業を買収

1. 米大手電力会社。全米最大の送電網と約
22.5万マイルの配電網を保有する

2. 26-30年に配電容量を拡大する計画
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2026年に世界で開発中の
小型モジュール原子炉（SMR）設計数（国別）

中国は原発の建設を急ピッチで進め、米国はSMR開発に注力

各国で運転中と建設中の原子炉の数
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Statistaのデータを基に岡三証券作成 2026年2月現在

SMRのメリット
①従来の原子炉に比べて安全
性や建設コストの面で強み
②小型で立地場所を柔軟に
選択しやすい
③可搬性が高く、多目的な利
用が見込める

Statistaのデータを基に岡三証券作成 2026年1月現在
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原子力発電関連銘柄 GEベルノバ（GEV 米国株）

注目ポイント

1. グローバルなエネルギー企業。原子力発電、ガス発電、水力発電向け設備などを提供

2. 日立製作所（6501）と協力し、小型モジュール原子炉（SMR）の商業化を手掛ける

3. 会社全体の受注残高2,000億ドル、従来計画よりも1年前倒しで27/12期にも達成できる見通し

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券

▼セグメント別売上高構成比（25/12期） ▼株価推移（週足）

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 5月8日現在
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出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 5月8日現在

▼株価推移（週足）

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 5月8日現在

▼株価推移（週足）

BWXテクノロジーズ（BWXT 米国株） カメコ（CCJ 米国株）

1. 原子力技術の開発・サービス企業。原子力潜
水艦、原子力発電向け部品を手掛ける

2. 小型モジュール原子炉（SMR）開発にも注力

1. カナダ拠点のウラン鉱山会社
2. ウランの生産能力は世界最大級を誇る
3. 世界中の原子力発電所にウランを供給

原子力発電関連銘柄
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米データセンター（DC）市場急拡大で恩恵を受ける企業の裾野が広がる

主な関連銘柄

マイクロソフト（MSFT）
2026年通年の設備投資額

約1,900億ドル

アルファベット A（GOOGL）
26/12期通期の設備投資額

1,800-1,900億ドル

アマゾン・ドット・コム（AMZN)
26/12期通期の設備投資額

約2,000億ドル

メタ・プラットフォームズ A（META）
26/12期通期の設備投資額

1,250億-1,450億ドル

米IT大手4社の設備投資計画米IT大手4社*の設備投資額の推移

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券
*IT大手4社はアマゾン・ドット・コム、アルファベット、

メタ・プラットフォームズ、マイクロソフト

出所：各種資料 作成：岡三証券 2026年5月8日現在 ※全て岡三証券取扱い銘柄
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ティッカー 銘柄名 会社概要など

GLW コーニング
光ファイバーケーブルで世界シェア首位級。光ファイバーコネク
ター「GlassBridge」を昨年に発表。

GNRC ゼネラックHD
商業・産業向け蓄電システムやマイクログリッド制御技術を手
掛ける企業を買収し、事業領域を拡大した。

JCI
ジョンソン・コントロール
ズ・インターナショナル

住宅・商業用の暖房・換気・空調（HVAC）機器や、制御
システムなどの製造・設置・関連サービスを手掛ける。

VRT
バーティブ・

ホールディングス A
DC関連顧客向けなどにデジタルインフラ機器を提供。DC向
け液体冷却に強みを持つ。

出所：各種資料 作成：岡三証券 ※全て岡三証券取扱い銘柄
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